
（別紙様式４－１）                                         （県立高等学校・中学校用） 
（熊本県立小川工業高等）学校 令和元年度（２０１９年度）学校評価表 

１ 学校教育目標 
 本校すべての教育活動を通して、校訓「誠実・剛健・礼節」を基盤に、知・徳・体の調和に留意
し、心身ともに健康で、豊かな心をもった生徒を育成する。また、「ものづくりを通した人づくり
」を実践しながら、社会の変化に的確に対応し、自立して将来を切り拓く主体性のある生徒を育成
する。さらに、各科の特色を活かした取組を行いながら、地域社会から信頼される学校づくりを目
指す。 

 

２ 本年度の重点目標 
（１）専門高校として、ものづくりを通した人づくり教育を推進する。 
（２）確かな学力の育成と進路実現に向けた取組を充実する。 
（３）心身ともに健康で、豊かな心をもった生徒を育成する。 
（４）地域に信頼され、特色ある学校づくりを推進する。 

 

３ 自己評価総括表 
  評価項目 評価の観

点 
具体的目標 具体的方策 

評
価 

成果と課題 
大項目 小項目 
 
学校 
経営 
 

教育 
目標 
 
 

教育重点
目標の周
知と達成
度 

・職員の共通理
解を図り、生徒
全員が重点目標
を理解し具体的
行動がとれる。 
・アンケート周
知の割合が生徒
保護者とも９０
％以上 

・職員の意思統一と
生徒への周知、指導
の徹底 
・保護者会や学校情
報の発信による担
任と保護者の連携
強化 

 
 
 
 
Ｂ 

・生徒アンケート結果は昨年度
より５ポイント減尐。校長から
機会ある度に目指す資質、３点
を示した点は分かりやすかっ
たのではないか。 
・学校ＨＰの更新は毎日のよう
に行い、週当りのアクセス数も
平均3,600件と多かった。ＰＲ
紙の作成等も含め、積極的に学
校情報を発信できた。 

特色あ
る学校
づくり 
 

工業教育
の推進 

・ものづくり教
育の充実 
・資格取得の推
進 
・専門性を活か
した進路実績 

・ものづくり地域支
援プロジェクトの
推進 
・資格検定試験指導
方法の改善 
・情報提供と面談の
強化 

 
 
 
Ａ 

・ものづくり地域支援プロジェ
クトは昨年度に引き続き推進
できた。エコデンカーの全国優
勝、技能五輪全国大会出場等専
門分野での実績も顕著であっ
た。資格検定の取得については
更なる改善が必要。 

部活動の
充実 
 

・部活動加入率
９０％以上 
・九州大会、全
国大会への出場 

・活動方針の策定と
活動計画の提示 
・部活動指導者、リ
ーダー研修の実施 

 
 
 
Ｂ 

・部活動加入率は87.7%と目標
には届かなかったが、弓道・陸
上・レスリング部等の国体での
入賞をはじめ、工業技術分野で
の活躍等の実績を上げた。指導
者・リーダー研修は実施できな
かった。 

入学志願
者定員確
保 

・入学志願者が
定員以上 

・学校説明会、体験
入学の充実 
・ＨＰ等、学校情報
の発信 
・魅力化アンケート
の実施分析 

 
 
 
Ｃ 

・前期選抜の出願者数が１７０
人と前年度を下回り、定員割れ
が心配される。体験入学や中学
校における学校説明会などの
内容を再検討し、新しい情報発
信手段の開発などの手立てが
必要である。 

学校改
革の推
進 

 

校務改革
の推進 

・校務の効率的
推進 
・「生徒と向き
合う時間」の確
保 

・「働き方改革」の
推進 
・報連相の徹底と分
掌間の連携強化 
・職員会議、職員研
修等の効率的運営 

 
 
 
Ｂ 

・業務の削減は余り進んでいな
いが、職員の意識高揚により超
過勤務は昨年度比で大幅に減
尐した。(49.5h→41.3h) 
・職員会議・研修は年間計画ど
おりに実施し、効率化に努め
た。 

授業改善
の推進 

・授業評価で「授
業に満足してい
る」が８８％以
上 

・ＩＣＴの活用、Ａ
Ｌ型授業の実施 
・公開授業、研究授
業の実施 

 
 
 
Ｂ 

・昨年度に１年教室、本年度は
２年教室にプロジェクタが常
設され、授業での活用が非常に
やりやすくなった。 
・授業評価のアンケートでは授
業の満足度が全体平均で87.5
％であった。 



 
学力 
向上 
 

基礎学
力向上 
 

基礎学力
の向上 

・授業評価アン
ケートにおける
考査前宅習時間
の増加 

・習熟度別授業の充

実 

・考査前学習会の実
施 

 
 
 
 
 
 
Ｂ 

・数学、英語で習熟度別授業を
展開し、一定の成果は見られ
る。 
・昨年度１学期総欠点科目数
215、２学期111に対し、本年度
１学期137、２学期103と大幅に
減尐している。 
・考査ごとに考査前学習会を計
画しているが、学習会での学習
に満足して宅習をしない生徒
が多い。考査前学習時間が昨年
度2.02時間に対し、本年度は
1.83時間と減尐した。 

自学力
の育成 

学習意欲
向上と自
宅学習の
定着 

・宅習時間１時
間の確保 

・各教科による宿題
や課題の工夫 

 
 
Ｃ 

・宿題や自主学習用の課題を与
えるなどの取組をした教科、学
科があったが、指示した時だけ
の学習で終わり、学習習慣の定
着とは言えない。 

授業力
の向上 

分かる授
業、興味
関心を持
たせる授
業づくり 

・年２回の公開

授業、研究授業

週間の実施 

・年２回の授業
評価アンケート
の実施 

・公開授業、研究授

業週間における教

員相互の授業参観

の充実 

・授業評価を活用し

た授業改善 

・授業改善研修会等
への参加 

 
 
 
 
Ｂ 

・公開授業、研究授業週間を実
施し、教員相互での授業参観を
行った。１人２回の授業参観を
呼びかけたが、平均すると１人
1.29回の参加に留まった。 
・生徒の評価に関して、先進校
視察を行い、全職員にその内
容、手法を復講し、新教育課程
実施に向けて評価方法の検討
をお願いしている。 

キャリ
ア教育 
(進路 
指導) 

キャリ
ア教育
の充実 
 
 

進路意識
向上と進
路目標の
明確化 

・マナー教育を
柱に豊かな人間
性の育成と、主
体的な進路選択
ができる能力を
養う。 

・インターンシッ
プ、工場見学の実施 
・進路便りの発行 
・講話、面談による
職業観と進路意識
の確立 

 
 
 
Ａ 

・大方計画どおりに実施するこ
とができた。最も大きな取組の
一つであるインターンシップ
では、２年部が中心となり充実
した取組となった。 

目標進
路の達
成 
 
 

就職、公
務員指導
の充実 

・進路内定率１
００％ 

・県内定着率の
向上 

・早期離職の防
止 

・面接指導と試験対
策による就職、進学
内定率１００%の
実現 

・熊本しごとコーデ
ィネーターと連携
した進路指導の充
実 

・面談のための環境
整備 

  
 
 
 
Ａ
  

・学校紹介の就職は早い時期に
全員合格を果たすことができ
た。県内、県外の就職比率はほ
ぼ半数ずつでありバランスの
取れた実績であるといえる。公
務員については、自衛隊以外に
も３名が合格することができ、
極めて良好な結果であった。 

進学指導
の充実 

・第１志望校合
格へ向けた学力
の向上 

・合格率１００
％ 

・定期的な模試の実
施及び個人面談の
実施 

・進学説明会やオー
プンキャンパスへ
の積極的な参加 

 
 
Ａ 

・昨年度は進学希望者の一人一
人に対する細やかな指導を反
省点として挙げていたが、今年
度は、よく行き届いていた。 

 
生徒 
指導 
 

規範意
識 

ルール・
マナーを
守る態度
の育成 

・問題行動の未然
防止とともに指
導の充実に努め、
全職員で生徒指
導を実施する。 

・ＳＮＳ等での
情報モラルの向
上を図る。 

・生徒指導部通信や
安心メールによる
重点指導事項の周
知 

・学年集会、学科集
会による指導の徹
底 

・特別指導の充実
（関係部署との連
携）と継続的な指導 

・情報モラル教育講
習会の実施 

 
 
 
 
 
 
Ｂ 

・今年度特別指導は８件１４名
（１月現在）と昨年度の２２件
４１名から大幅に減尐した。殆
どの生徒は落ち着いた生活を
送っている。生徒部通信等の発
行や学年・学科集会も定期的に
実施し、指導の重点項目につい
ての共通理解を図ることがで
きた。 
・ＳＮＳへの投稿が社会問題化
しているために、警察から講師
を招聘し、情報モラル教育講習
会を実施した。 

基本的
生活習

基本的生
活習慣の

・挨拶を徹底さ
せ、遅刻を昨年

・日頃からの挨拶、
服装指導の徹底、毎

 
 

・生徒指導部、有志の職員で毎
朝の登校指導を実施し、頭髪・



慣 確立 度よりも減尐さ
せる。頭髪服装
指導における一
次合格者数９０
％以上を目標と
する。 

朝の登校指導の実
施 

・指導期日連絡の徹
底 

・学年集会や科集会
の実施 

 
Ｂ 

服装の指導や挨拶などの基本
的生活習慣の確立が図られた。
頭髪服装指導の一次合格者は
クラスによって差があり、９０
％には到達できなかった。 

交通安
全 

交通安全
意識の高
揚 

・交通事故をな
くす。 

・交通違反をな
くす。 

・二重ロック率
100％ 

・交通安全講話の実
施 

・原付通学状況の不
定期調査 

・原付通学生集会の
定期実施 

・交通委員活動の充
実（二重ロック点検
等） 

 
 
 
 
Ａ 

・バイク通学生（２４名）の交
通違反は０件で、重大な交通事
故も発生しなかった。通学状況
の情報を集めて、バイク通学生
集会や全校生徒対象にした交
通安全講話を実施したことで
交通安全意識の高揚が図られ
た。自転車の二重ロック点検も
１００％になるまで指導を行
った。 

自主
性、社
会性の
育成 

生徒会活
動の活性
化 

・生徒会行事充
実のための企画
や運営 

・委員会活動の
活性化 

・ボランティア
活動への積極的
な取組 

・計画的な企画立案
や運営と生徒会役
員の自主性の涵養 

・各種委員会やボラ
ンティア活動の奨
励と周知 

 
 
 
 
Ｂ 

・生徒会役員と係職員を中心
に、充実した運営が図られ、自
主的・積極的に活動する様子が
見受けられた。ボランティア活
動も委員会を中心に積極的に
募集し実施することができた。
さらに多くの生徒がボランテ
ィア活動に参加する取組が必
要である。 

人権教
育の推
進 

人権教
育の計
画的推
進 
 

＜生徒対
象＞ 
事前・事
後学習と
関連させ
たＬＨＲ
等での学
習の深化 

年間指導計画に
よる確実なＬＨ
Ｒの実施 
１年：身の回り
の差別 
２年：差別の現
実 
３年：就職差別
と人間解放 

・学年会におけるＬ
ＨＲに向けた資料
作成および事前学
習会の実施 

 
 
 
    
Ｂ
  

・全学年で、インターネットを
利用した人権侵害について３
回、同和教育について１回、更
に３年生は就職差別について
１回のＬＨＲを行い、人権意識
の啓発を年間を通して行って
きた。 

＜職員対
象＞ 
人権教育
に関する
研修を通
した意識
の高揚 

・人権教育実践
委員会定例会の
実施 
・校内職員研修
の年２回以上実
施、校外研修へ
年１回以上参加 

・校内職員研修会の
実施 
・地区や県の人権教
育研究大会への参
加 

 
 
 
Ａ
     

・４月の新転任者学習会に、１
３名、宇城学人研に１７名、校
外研修に延べ３８名の職員が
参加し、人権教育の向上につな
がった。 

命を大
切にす
る心の
育成 
 
 

命を大切
にする心
を育む指
導の推進 

・関係機関と連
携して講演会等
を年３回以上実
施・各教科にお
いて、命の大切
さについて生徒
に考えさせる教
材を取り扱う。 

・教科、学年、生徒
指導部等が連携し
て、計画的に取り組
む。 
・関係機関との連携
・各教科の・指導内
容の検証と情報の
共有 

 
 
   
Ｂ
  
 

・６月の心の絆を深めるＬＨ
Ｒ、１１月の人権教育講演会を
中心に、集会・ＬＨＲ・授業等
で、年間を通して命を大切にす
る心の育成を行った。 

いじめ
の防止
等 

未然防
止 

啓発活動
の推進 

・いじめを許さな
い環境を整え、い
じめが発生しな
い雰囲気を醸成
する。 

・言語環境を整
える。 

・いじめについて考
えるＬＨＲを実施 

・いじめ防止の行動
目標の設定 

・学校生活の様々な
場面においていじ
め防止の取組を実
践 

・相手を思いやる言
葉遣い等言語環境
の整備 

 
 
 
 
 
      
Ｂ
  

・「心の絆を深める」と「イン
ターネットによる人権侵害防
止」の２回の啓発ＬＨＲを実施
し、いじめが発生しにくい雰囲
気づくりを図った。いじめをな
くすためのスローガン「伝えよ
うその一言で変わる未来」「マ
イナスの言葉を言いません書
きません許しません」を策定
し、生徒の言葉遣いの変化等、
いじめを発生させないように
務める様子が見られた。 

早期発
見 

いじめ発
見の取組
の推進 

・年間３回以上、
アンケート調査
を実施する。 

・担任による面

・学期に１回アンケ
ートを実施 

・通報アプリの周知 

・学級担任、教科担

 
 
 
Ａ 

・毎学期「心のアンケート」や
面談週間を実施し、いじめを見
逃さない雰囲気作りを図った。
いじめ通報サイト（スクールサ



談を随時実施
し、実態把握に
努める。 

任、部活動顧問等に
よる情報の共有 

イン）を全生徒に周知して、生
徒のサインを何時でもキャッ
チできるように努めた。 

発生し
た場合
の対応 

いじめの
実態把握 
 

・いじめの実態
把握を迅速に行
う。 

・委員会を中心に、
学年、学科、各部が
連携する。 

 
Ａ 

・事案発生時に直ちに委員会を
開催し、実態把握と情報共有を
行うことができた。 

被害者へ
対応 
 

・被害者の心の
ケア 

・スクールカウンセ
ラー等と連携した
心のケア 

 
Ｂ 

・いじめの被害者には、スクー
ルカウンセラーと連携し、心の
ケアを行った。 

加害者及
び周囲の
生徒への
対応 

・加害者及び周
囲の生徒に対し
て必要な指導と
心のケアを速や
かに行う。 

・いじめ問題対策委
員会が中心となっ
て、被害者の思いを
理解させる。 

 
 
Ｂ 

・いじめの加害者には、いじめ
問題対策委員会で指導内容を
検討し、外部有識者と連携して
指導にあたった。現在は自分を
省みて落ち着いた生活ができ
ている。 

再発防
止 

再発防止
のための
取組 

・取組について
検証を学期ごと
に実施 

・委員会や関係部署
での情報交換と取
組の検証 

 
Ａ 

・いじめ問題対策委員会を中心
に各部で再発防止に向けた情
報交換と指導を行った。その結
果、把握したいじめは全て収束
している。 

地域連
携(ｺﾐｭ
ﾆﾃｨ･ｽｸ
ｰﾙな
ど) 

開かれ
た学校
づくり 
 

地域連携
及び地域
貢献 

・地域の小・中
学校及び支援学
校との連携 
・地域行事、ボ
ランティア活動
等への積極的な
参加 

・ものづくり教室等
の実施 
・近隣小学校での本
の読み聞かせ 
・特別支援学校への
教材教具の提供及び
技術支援 
・工業各科の連携に
よる地域イベント
参加や作品展示 
・ものづくり地域支
援プロジェクトの推
進 

 
 
 
 
 
 
Ａ 

・小学校での読み聞かせは順調
に実施できた。担当の生徒も児
童の反応を見て達成感を得て
いる。 
・特別支援学校へ向けた教具の
製作、贈呈を行った。 
・地域の祭り等へ参加し、本校
の活動報告や作品展示・実演を
行いＰＲできた。 
・昨年に引き続きものづくり・
地域支援プロジェクトを実施
し、地域の要望に応えた。 
・地域の子ども達にむけた体験
教室を実施した。 

防災型コ
ミュニテ
ィ・スク
ール 

・活動計画の作
成と体制づくり 

・年２回の学校運営
協議会の開催 
・地域と連携した防
災計画の作成 
・防災マニュアルの
作成 

Ｂ 

・宇城市との避難所協定に係る
覚書についても、関係校と連携
して年度末には締結できる見
込みである。 
・防災マニュアルについては年
度初めに今年度の各担当の役
割を確認した。また、今年度版
を作成した。 

家庭との
連携 

・ＰＴＡ総会、学
校行事等の保護
者の参加率８５
％以上 
 

・保護者への学校情
報の提供 
・ＰＴＡ役員と連携
し保護者の参加を
促す。 

Ａ 

・ＰＴＡ総会の出席率は85.9%
と達成することができた。 
・学校の情報提供も安心メール
を活用することで概ねできた。
各学校行事に多くの保護者の
協力をいただいた。 

学校の公
開と情報
の発信 

・学校ＨＰの充
実 
・安心メールの
活用 
・公開授業、研
究授業の推進 

・学校ＨＰ充実のた
め職員研修実施 
・年間２回の公開授
業、研究授業週間の
充実と保護者、地域
への周知 

 
 
 
Ａ 

・職員研修を実施し、ＨＰの更
新はほぼ毎日のように多くの
職員により行われた。 
・公開授業は予定通り実施した
が、外部からの参加者は尐なか
った。 
・様々な連絡で安心メールを活
用し、登録者も増加した。 

特別支
援教育 
 

特別支
援教育
への理
解と推
進 

教職員の
専門性の
向上 

・特別支援教育
に関する職員の
意識高揚と授業
等での実践 

・研修会等の職員へ
の周知 

・研修会への積極的
な参加 

・校内職員研修の実
施 

 
 
Ａ 

・研修会の案内は、県内開催の
ものを中心に概ねできた。 
・研修会への参加はまだ十分と
はいえない状況が続いた。 
・外部講師を招いて研修を行
い、意識向上につながった。 

生徒の学
校生活の

・多様な生徒への
早期対応及び合

・生徒理解研修の実
施 

 
 

・時期によって項目を調整して
生徒理解研修を行い、良い情報



保障 理的配慮の提供 

・情報の共有 
・教育相談の充実 

・生活面や進路保障
に向けた適切な指
導 

・健康教育部と学年
及び学科との連携
強化 

 
 
Ｂ 

共有が図れた。 
・ＳＣやＳＳＷを有効に活用で
きた。 
・進路保障や日常生活に関し
て、困り感を持った生徒への具
体的な配慮は、まだ不十分であ
る。 

教育環
境整備
及び安
全 

 

環境教
育の徹
底 
 

環境美化
への意識
付け 

 
 
 
 

・ゴミ分別、掃
除の徹底 

・５Ｓ活動の実
践 

 

・外部機関との連携 
・委員会活動の活性
化 
・トイレ掃除マニュ
アルの見直し 
・ゴミ分別の徹底、
校内美化活動 

 
 
 
Ａ 

・生徒美化委員会と連携した結
果、ゴミ分別の徹底については
概ね達成できた。 
・屋外トイレについて、長期休
暇や休業日の環境維持に 
部活動生が協力してくれた。 
・美化活動への取組の活性化を
さらに推進したい。 

省エネや
省資源に
対する理
解 
 

・電気使用量昨
年度比３％減、
水道使用量２％
減 

・節電、節水の呼び
かけによる省エネ
・省資源の意識付け 

・グリーンカーテン
の推進 

 
 
Ａ 

・生徒委員会を通して節電、節
水を働きかけた結果、意識が向
上した。 
・各職員室にグリーンカーテン
を設置することができた。 

図書館
教育の
充実 

図書館の
利用促進 

・生徒一人あた
りの年間貸出数
１３冊以上 

・朝読書の徹底 

・蔵書の整備と
充実 

・広報活動や図書委
員会活動の充実 

・学習に資する図書
の選定 

・蔵書の電算化と整
備 

 
 
 
 
 
 
 
Ｂ 

・貸出冊数は、12月時点で平均
8.2冊(昨年度、同時期10.4冊)
なので、目標達成は難しい状
況。平成24年度以来、冊数を伸
ばしてきたが今年度は、減尐に
転じる。アンケートの結果につ
いても生徒・職員のポイント
は、昨年度を下回った。ただ、
今年度は読書感想文、体験記の
コンクールで優秀な成績を修
め、深い読み方ができる生徒も
育っている。 
・蔵書については、古い資料の
廃棄(約500冊)、授業支援のた
めの資料購入(約150冊)を行っ
た。 

安全管

理の徹

底 

 
 

危機管理
意識 
 

・校内における
事故ゼロ 

・隔月の安全点
検実施 

・自己管理意識
を高める 
 

・危機意識向上の職
員研修実施 

・安全点検による環
境改善 

・生徒保健委員会に
よる広報活動の強
化 

 
 
 
Ｂ 

・安全管理における職員研修を
計画できなかった。 
・安全点検を実施し環境を整え
ることで、事故を未然に防止す
ることができた。 
・生徒保健委員会での広報活動
がほとんどできておらず次年
度の課題である。 

危機管理
マニュア
ル 
 

・危機管理マニ
ュアルの作成 

 

・緊急事態発生時の
訓練の実施 

・危機管理マニュア
ルの周知徹底 

 
 
Ｂ 

・避難訓練を実施することがで
きたが、実施する時期や事前指
導に時間の確保など課題も見
つかった。 
・年度始めに危機管理マニュア
ルの確認を実施し、周知するこ
とができた。 

健康管理 ・救急体制の確
立 

・健康診断事後
措置の徹底 

・健康観察の充
実 

・熱中症対策 

・熱中症対策に関す
る職員研修、救急法
講習会の実施 

・家庭への連絡の徹
底 

 
 
 
Ａ 

・職員、生徒への適切な情報の
提供ができ、各自の意識の向上
が計れた。 
・体育大会練習時と当日の熱中
症対策について、地球温暖化に
よる環境の変化に対応するた
め、さらなる対策を練る必要が
出てきた。 

 

４ 学校関係者評価 
 本年度の学校の教育活動全般について、１５項目のアンケート調査を行ったところ、平均が 
３．５９（４点満点）と概ね高い評価をいただいた。特に、部活動や地域行事への参加では満点の
高い評価を、逆に、環境整備では３．０の低い評価であった。 



 部活動や専門分野の大会等での生徒の実績では学校の活気を感じる。土木科の県や地元建設業界
との連携による専門分野への就職率の向上、先進技術の紹介等によるイメージアップ、学校全体で
生徒が落ち着いてきており、特別指導件数が大幅に減尐している点は好評であった。反面、保護者
とも連携したＳＮＳ等の問題への対応、前述のような学校の魅力を更に広く発信して志願者の増加
につなげること等が課題として述べられた。 

 

５ 総合評価 
（１）全体について 
 自己評価においては９の大項目に対して３７の小項目を設け評価を行った。結果は、Ａ評価が１
６、Ｂ評価が１９、Ｃ評価が２、Ｄ評価が０であった。昨年度と比較して、Ａ評価が４項増、Ｃ評
価が１項増となった。生徒指導の交通安全で、校外指導やバイク通学生集会等を適時に行った結果、
交通違反や大きな事故等の発生もなかったためＡ評価とした。入学志願者定数確保の項目では、昨
年以上に様々な取組を行い、情報発信や連携活動等も行ってきたが、結果的には志願者が昨年度よ
り大きく減尐したため、評価をＣに下げた。 
 生徒・保護者アンケートで「本校に入学して・させて良かった」の回答は昨年度比の微増で、そ
れぞれ81%・95%である。この値が100%に近づくよう取り組みたい。 
（２）重点目標について 
 ①専門高校として、ものづくりを通した人づくり教育を推進する。 
  昨年度から取り組んでいる「ものづくり地域支援プロジェクト」は、各学科の特性を生かし継

続して実施できた。ボランティアも含め、地域との連携の面からも学校関係者からも高い評価を
得られた。エコデンカーの全国大会優勝や、技能五輪全国大会（配管競技）への出場、建築科の
Rakuten IT School NEXTの取組等の顕著な実績もあげることができた。 

 ②確かな学力の育成と進路実現に向けた取組を充実する。 
 授業力向上の取組は、研究授業や学習評価に係る職員研修等も行ったが、成果としては大きな
変化は見られない。生徒の自学習慣に関しては、生徒・保護者・職員のアンケート結果からも評
価が低い。いずれも継続した取組が必要である。進路実現に関しては良好であった。特に公務員
の合格実績も上げることができた。 
③心身ともに健康で、豊かな心をもった生徒を育成する。 
 運動部や工業技術関係部活動では、全国レベルで活躍する生徒も見られた。多くの生徒の自信
につながったと思うが、全校生徒に波及するよう、部活動加入率の向上も含め更に取り組んでい
きたい。言語環境を整えることを目標に掲げ、生徒や職員の意識高揚を図ることはできたが、一
部でＳＮＳ等に関わる問題等、生徒間の些細なトラブルは絶えない。いじめの未然防止も含め、
生徒の実践的な行動につなげていきたい。 
④地域に信頼され、特色ある学校づくりを推進する。 

  地域連携活動やボランティア活動等、多くの生徒が積極的に参加することができた。生徒の活
動や活躍の様子を学校ＨＰ等で積極的に発信しアクセス数も増加したが、保護者アンケートで
は、学校行事の充実、学校関係者からは更なる広報活動の充実等が課題としてあげられている。
取組内容を厳選しながら、様々な機会を活用し、引き続き情報発信に努め、志願者の増加につな
げたい。 

 

６ 次年度への課題・改善方策 
 昨年度に引き続き自己評価でＣ評価とした「自学力の育成」は重点課題と考える。生徒に明確な
目標を持たせ、達成感を感じさせながら、学習習慣の確立につなげたい。短期目標として、資格・
検定試験のスケジュールを明確に示し、各学科の枠を超えた指導体制の確立、指導方法の改善を行
い、合格実績の向上も図りたい。長期目標としては、個人面談の充実を図り、早期の高い進路目標
の確立、その実現に向けて学習内容を明確に示し取り組ませたい。 
 もう１つのＣ評価となった「入学志願者の確保」も重要な課題である。今年度の土木科の地域と
連携したキャリア教育やイメージアップの取組は一定の成果が見られた。各学科ともその専門性を
高め、それぞれの魅力を更に発信していきたい。学校全体としては、積極的な中学校への働きかけ
や連携活動を推進したい。普段の学校外での生徒の姿も地域からの信頼につながるものである。挨
拶の励行、規範意識の確立、ボランティア活動の推進等、更に力を入れて取り組みたい。 

 
 


